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○大雪地区広域連合介護保険事業者における事故等発生時の報告取扱要綱 

令和６年８月１日要綱第６号 

大雪地区広域連合介護保険事業者における事故等発生時の報告取扱要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、介護サービスの提供中の事故、事業所及び役員による不法行為、虐待及び食

中毒並びに感染症等（以下「事故等」という。）が発生した場合に、速やかにサービス提供事業

者（以下「事業者」という。）から大雪地区広域連合（以下「広域連合」という。）への報告の

取扱いを定め、もって、事故発生時の適切かつ迅速な対応及び再発防止を図ることを目的とする。 

（通則） 

第２条 介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準（平成11年３月31日厚生省令第37号）、指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準（平成11年３月31日厚生省令第38号）、指定介護老人福祉施設の人員、設備及

び運営に関する基準（平成11年３月31日厚生省令第39号）、介護老人保健施設の人員、施設及び

設備並びに運営に関する基準（平成11年３月31日厚生省令第40号）、指定介護療養型医療施設の

人員、設備及び運営に関する基準（平成11年３月31日厚生省令第41号）、指定地域密着型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年３月14日厚生省令第34号）、指定介護予

防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準（平成18年３月14日厚生労働省令第35号）、指定地域密着型

介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年３月14日厚生労働省令第36号）、指

定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準（平成18年３月14日厚生労働省令第37号）（以下これらを「運営基

準」という。）の規定に基づき、介護保険指定事業者（以下「事業者」という。）が、介護保険

サービス等の提供中に事故が発生した場合の広域連合への報告は、この要綱の定めるところによ

るものとする。 

（事故の範囲） 

第３条 介護保険サービス又は介護サービス等の提供に伴い、次の各号に掲げる事故等が発生した

ときは、当該各号に定める期限までに広域連合長に対し報告しなければならない。なお、介護サ

ービス提供中の事故については、施設内における事故のほか、送迎・通院等の間の事故を含み、

事業者の過失の有無は問わないものとする。 
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(１) 次のアからケまでのいずれかに掲げる重大な事故については、事故等発生後又は発覚後５

日以内に報告しなければならない。 

ア 入所者等の死亡事故 

イ 入所者等の食中毒及び感染症 

（ⅰ） 同一の感染症若しくは食中毒又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤患者が１

週間以内に２名以上発生した場合 

（ⅱ） 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が10名以上又は全利用

者の半数以上発生した場合 

（ⅲ） 上記に該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑わ

れ、施設長が特に報告を必要と認めた場合 

※１ 関連する法令に定める届出義務がある場合は、これに従うとともに、当該要綱にも従

い報告すること。 

※２ 感染症は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」第６条第１

項に定める感染症のうち、５類感染症以外のものとする。 

ただし、５類感染症であっても、新型コロナウイルス感染症、インフルエンザ、感染

性胃腸炎のいずれかが施設又は事業所内に蔓延する等の状態になった場合には、報告す

ること。 

ウ 役員及び職員の不法行為（預り金着服・横領等） 

エ 入所者等に対する虐待（疑いを含む。） 

オ 入所者等の不法行為 

カ 入所者等の失踪又は行方不明であって捜索願を出したもの 

キ 火災であって消防機関に出動を要請したもの 

ク その他の事項（入所者等の間での傷害事案等） 

ケ アからク以外の事項で報道機関等に報道された事案又は報道される可能性のある事案 

(２) 同条第１号以外の事故等については、事故等発生後又は発覚後30日以内に報告しなければ

ならない。 

ア 入所者等の骨折、打撲又は裂傷等で、医療機関への入院又は継続した通院を要したもの 

イ 入所者等の誤薬 

ウ 入所者等の誤飲、誤食又は誤嚥（軽微な場合を除く。） 

エ 入所者等の無断外出（見つかった場合に限る。） 
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オ 入所者等が病気により死亡した場合で、死因等に疑義があるなどの理由により警察機関の

調査が入ったもの（事件性がないと判断されたものも含む。） 

カ 入所者等の交通事故等その他報告が必要と認められるもの 

（報告対象者） 

第４条 事故報告の対象者は以下のとおりとする。 

(１) 事業者・施設所在地が広域連合内の場合は、すべての介護サービス利用者について報告対

象とする。 

(２) 事業者・施設所在地が広域連合外の場合は、介護サービス利用者が広域連合内在住者（住

所地特例者を含む。）の場合とする。 

（報告事項） 

第５条 報告は、事業者が事故等発生状況報告書（別記様式）（以下「報告書」という。）により、

次に掲げる事項（以下「報告事項」という。）について行うものとする。 

(１) 報告年月日 

(２) 事故等が発生した施設・事業所 

ア 施設種別 

イ 施設名称 

ウ 所在地 

エ 担当者名 

オ 担当者連絡先 

カ 担当メールアドレス 

(３) 事故等の分類 

① 利用者処遇等に関するもの 

ア 死亡事故 

イ 不法行為 

ウ 虐待 

エ 無断外出 

オ 失踪・行方不明 

カ 骨折（部位も記載） 

キ 打撲（部位も記載） 

ク 裂傷等（部位も記載） 
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ケ 誤薬 

コ 誤飲・誤食 

サ 誤嚥（重症化の有無） 

シ 食中毒・感染症 

ス 他害・自傷・自殺等 

② 施設・事業所及び役職員に関するもの 

ア 不適切な会計処理 

イ 不法行為等 

③ その他 

ア 火災 

イ 事件報道が行われた場合等 

ウ その他必要と認められる場合 

(４) 事故等の概要 

(５) 事故等の発生日時・場所 

(６) 施設等が事故等を認知した日時及び家族等への対応等 

ア 事故認知日付・時刻 

イ 認知した経緯 

ウ 家族への連絡日付・時刻・氏名 

(７) 被害者等の状況 

ア 被害を受けた利用者または職員等の氏名等 

イ 傷病名等 

(８) 当該事故関係者の状況 

ア 当該事故関係者の住所・氏名 

イ 採用（入所・利用開始）年月日 

(９) 施設・事業所の対応 

ア 事故発生時（対処の方法、受診医療機関、治療内容） 

イ 今後（対処の方法、受診医療機関、治療内容） 

ウ 損害賠償・訴訟の有無等 

(10) 事故の原因分析及び再発防止策 

ア 原因 
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イ 再発防止策 

(11) 前回事故発生年月日 

（報告を必要としない事項） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する場合は、前項に該当する場合を含め、報告を要しないもの

とする。 

(１) 利用者が身体的被害を受けた場合において、医療機関を受診することなく、軽微な治療の

みで対応した場合 

(２) 利用者が身体的被害を受けて医療機関を受診又は入院した場合において、診察又は検査の

みで、治療を伴わない場合 

(３) 老衰等、事業者、利用者及び第三者の責に帰さない原因で死亡した場合 

(４) その他、被害又は影響がきわめて微少な場合 

（報告の方法） 

第７条 第３条第１号に掲げる事故報告は直ちに口頭等により行うものとし、その後、報告書に次

に掲げる書類を添えて、事故等の発生後５日以内に提出するものとする。 

(１) ケアプラン、支援計画及びアセスメント表等入所者等の状況がわかるもの 

(２) 事故発生時の現場見取図 

(３) 事業者内部及び施設等において事故の対応を協議した会議録 

(４) 食事に関する事故等については入所者等の栄養計画 

(５) その他必要と認められる書類その他必要と認められる書類 

２ 第３条第２号に掲げる報告は、報告書（別記様式）を提出することにより行うものとする。 

３ 前２項について、介護施設等の事業者が任意の様式を作成しているときは、報告書の内容を満

たしていると認めるときに限り報告書とみなすことができる。 

（報告後の対応） 

第８条 広域連合は、報告を受けた場合は、事故に係る状況を把握するとともに、保険者として必

要な対応を行うものとする。 

２ 広域連合は、必要に応じて、北海道、北海道国民健康保険団体連合会又は他の市町村と連携を

図るものとする。 

３ 広域連合長は、報告書の提出後において、事故等の対応に関し、事業者内部で協議した役員会

の議事録や会議資料等の関係書類の提出を求め、確認することができる。 

（委任） 
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第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年８月１日から施行する。 
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別記様式 

 


